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金額を四捨五入としているため、合計等の金額が一致しない場合があ
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はじめに 

財務書類（貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書）の作成は、現金主義会計では見えにくいコストやストックを把握する

ことで、中長期的な財産運営の活用の充実が期待できることから、現金主義会計による

予算・決算制度を補完するものとして、推進してきました。 

本市では、これまで「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書 

〔平成 12年 3 月総務省〕」に基づく普通会計のバランスシート等の公表、さらに、平成

18 年 8 月に総務省より示された「新地方公会計制度研究会報告書」に基づき、平成 20

年度から地方公共団体単体及び関連団体等を含む連結ベースでの財務書類を、「総務省

方式改訂モデル」により作成し、公表してきました。 

しかしながら、自治体によって財務書類の作成方法が異なる状況の改善、また固定資

産台帳の整備促進を図るため、総務省は全ての地方公共団体において、平成 29 年度ま

でに「統一的な基準」による財務書類を作成するよう要請し、本市においても平成 28

年度決算より「統一的な基準」による財務書類を作成しています。 

つきましては、平成 30 年度決算における、本市の財務書類を作成しましたので、公

表します。 

○「総務省方式改訂モデル」と「統一的な基準」の主な違い

総務省方式改訂モデル 

（平成 27年度決算以前） 

統一的な基準 

（平成 28年度決算以降） 

・決算統計数値を活用し、作成

・固定資産台帳の整備は任意

・作成基準が同モデル以外にも存在

・執行データの仕訳により、作成

・固定資産台帳の整備は必須

・全国統一基準により作成

○ 財務書類の相互関係

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】【純資産変動計算書】  【資金収支計算書】 

資 産 

うち、 

現金預金 

負 債 
経常費用 前年度末残高 業務活動収支 

 純行政コスト 投資活動収支 

純資産 

臨時損失 財 源 財務活動収支 

臨時利益 固定資産等の変動 前年度末残高 

純行政コスト 本年度末残高 
本年度末残高 
（＋歳計外現金） 

経常収益 
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国民健康保険事業特別会計、介護保険特別会計、牛伏ドリームセンター事

業特別会計、後期高齢者医療特別会計、農業集落排水事業特別会計、駐車

場事業特別会計、水道事業会計、公共下水道事業会計 

高崎市・安中市消防組合、高崎工業団地造成組合、多野藤岡広域市町村圏

振興整備組合、多野藤岡医療事務市町村組合、群馬県市町村総合事務組合、

群馬県後期高齢者医療広域連合、群馬県市町村会館管理組合 

高崎市土地開発公社、（公財）高崎財団、（一財）高崎市都市整備公社、 

（一財）倉渕ふるさと公社、（株）高崎環境保全社、高崎市総合卸売市場

（株）、相間川温泉（株）、（株）榛名湖温泉ゆうすげ、（有）新高崎リバー

パーク、公立大学法人高崎経済大学 

一般会計、土地取得事業特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

財務書類の対象会計 

※ 全体とは、一般会計等に公営事業会計を含めたもので、連結とは、全体に地方公社・第三セクターを

含めたものです。なお、第三セクターについては、市の出資比率が５０％以上の団体を対象としていま

す。 

一般会計等 

公営事業会計 

一部事務組合・広域連合 

地方公社・第三セクター等 

連 結 

全 体 
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貸借対照表（バランスシート） 

１．貸借対照表とは 

自治体が住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどのような

財源でまかなってきたかを総括的に示したもので、借方（資産）と貸方（負債・純資産）

の合計が一致していることからバランスシートとも呼ばれています。 

２．用語の説明 

（１）資産の部

ア 有形固定資産

・事業用資産：庁舎や学校など、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産

・インフラ資産：道路や河川など、社会基盤となる資産

・物 品：器具備品や機械装置などの資産

なお、償却資産については、毎会計年度減価償却を行うものとし、減価償却は

種類の区分ごとの定額法によって行います。ただし、土地や立木竹などの減価償

却は行いません。 

イ 無形固定資産

ソフトウェアなどの無形の資産

ウ 投資その他の資産

・投資及び出資金：運用目的の有価証券や出資金等の資産

・長期延滞債権：市税等の未収金のうち、回収期限到来後１年を経過した債権

・基 金：福祉や施設整備等、特定目的のために積み立てた基金 

・徴収不能引当金：長期延滞債権のうち、過去の実績を考慮し将来徴収不能と見

積った額（既に回収しきれなかった額を示すものではありま

せん） 

エ 流動資産

・現 金 預 金：形式収支（歳入歳出の差引き）額や歳計外現金等

・未 収 金：市税等の未収金のうち、回収期限到来後１年を経過していな

い債権 

・基 金：財政調整基金や減債基金 

・徴収不能引当金：未収金のうち、過去の実績を考慮し将来徴収不能と見積った

額（既に回収しきれなかった額を示すものではありません） 
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（２）負債の部

ア 固定負債

・地 方 債：地方債借入残高のうち翌年度に償還する額を除いた額 

・退職手当引当金：在籍する職員全員が当期末に退職するとした場合の額

・損失補償等引当金：第三セクター等の損失補償債務のうち、経営状況を勘案し

て算出した将来負担見込額（財政健全化法上） 

・そ の 他：固定負債のうち、上記以外のもの 

イ 流動負債

・１年内償還予定地方債：地方債借入残高のうち翌年度に償還する額

・賞 与 等 引 当 金：翌年度に支給予定の賞与等のうち当期の支給相当額

・預 り 金：第三者から寄託されている保管金（当期末歳計外現金） 

・そ の 他：流動負債のうち、上記以外のもの 

（３）純資産の部

資産から負債を差し引いた額。負債が将来世代の負担を示すものとすれば、純

資産はこれまでの世代が負担してきた分と捉えることができます。 

なお、固定資産等形成分は、資産における固定資産と財政調整基金等の合計額、

つまり将来世代が使用可能な資産額として計上することになっているため、純資産

合計と固定資産等形成分の差し引きである余剰分（不足分）は、ほとんどの地方公

共団体がマイナスとなります。 
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（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 457,577 固定負債 151,342
有形固定資産 438,395 地方債 136,302

事業用資産 237,911 長期未払金 - 
土地 94,938 退職手当引当金 14,766
立木竹 169 損失補償等引当金 240
建物 261,304 その他 35
建物減価償却累計額 △145,984 流動負債 14,190
工作物 15,970 1年内償還予定地方債 12,530
工作物減価償却累計額 △12,470 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,430
航空機 - 預り金 195
航空機減価償却累計額 - その他 35
その他 - 165,532
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 23,983 固定資産等形成分 465,405

インフラ資産 198,297 余剰分（不足分） △158,649
土地 42,038
建物 1,820
建物減価償却累計額 △1,008
工作物 358,531
工作物減価償却累計額 △205,142
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 2,058

物品 7,822
物品減価償却累計額 △5,634

無形固定資産 58
ソフトウェア 49
その他 9

投資その他の資産 19,123
投資及び出資金 7,922

有価証券 276
出資金 7,646
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 1,684
長期貸付金 1,676
基金 8,013

減債基金 - 
その他 8,013

その他 - 
徴収不能引当金 △172

流動資産 14,711
現金預金 6,248
未収金 683
短期貸付金 49
基金 7,779

財政調整基金 6,630
減債基金 1,149

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △48 306,756

472,288 472,288
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 科目

5



（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 643,715 固定負債 255,977
有形固定資産 607,102 地方債 196,817

事業用資産 238,816 長期未払金 - 
土地 95,005 退職手当引当金 15,680
立木竹 440 損失補償等引当金 240
建物 262,622 その他 43,241
建物減価償却累計額 △146,734 流動負債 21,549
工作物 15,976 1年内償還予定地方債 17,311
工作物減価償却累計額 △12,476 未払金 1,923
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 1,570
航空機 - 預り金 211
航空機減価償却累計額 - その他 535
その他 - 277,527
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 23,983 固定資産等形成分 650,879

インフラ資産 358,108 余剰分（不足分） △253,607
土地 46,321
建物 9,780
建物減価償却累計額 △4,702
工作物 614,296
工作物減価償却累計額 △310,888
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 3,301

物品 35,662
物品減価償却累計額 △25,484

無形固定資産 9,844
ソフトウェア 49
その他 9,796

投資その他の資産 26,769
投資及び出資金 7,921

有価証券 307
出資金 7,614
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 2,986
長期貸付金 1,676
基金 14,556

減債基金 - 
その他 14,556

その他 - 
徴収不能引当金 △370

流動資産 31,083
現金預金 20,635
未収金 2,489
短期貸付金 49
基金 7,779

財政調整基金 6,630
減債基金 1,149

棚卸資産 68
その他 160
徴収不能引当金 △98 397,272

674,799 674,799
純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【様式第１号】

全体貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 科目
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（単位：百万円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 662,948 固定負債 267,181
有形固定資産 630,454 地方債等 204,904

事業用資産 257,665 長期未払金 - 
土地 105,348 退職手当引当金 16,717
立木竹 440 損失補償等引当金 - 
建物 273,125 その他 45,560
建物減価償却累計額 △150,645 流動負債 27,764
工作物 16,349 1年内償還予定地方債等 22,167
工作物減価償却累計額 △12,626 未払金 2,532
船舶 1 未払費用 0
船舶減価償却累計額 △1 前受金 40
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 2,006
航空機 - 預り金 319
航空機減価償却累計額 - その他 699
その他 1,956 294,945
その他減価償却累計額 △800 【純資産の部】
建設仮勘定 24,518 固定資産等形成分 680,612

インフラ資産 360,203 余剰分（不足分） △269,369
土地 46,354 他団体出資等分 336
建物 9,782
建物減価償却累計額 △4,704
工作物 614,792
工作物減価償却累計額 △310,890
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 4,870

物品 41,238
物品減価償却累計額 △28,652

無形固定資産 9,898
ソフトウェア 102
その他 9,796

投資その他の資産 22,596
投資及び出資金 1,876

有価証券 310
出資金 1,565
その他 0

長期延滞債権 2,994
長期貸付金 1,689
基金 16,403

減債基金 - 
その他 16,403

その他 4
徴収不能引当金 △371

流動資産 43,576
現金預金 24,491
未収金 2,890
短期貸付金 49
基金 13,771

財政調整基金 12,623
減債基金 1,149

棚卸資産 2,289
その他 183
徴収不能引当金 △98

繰延資産 - 411,579
706,524 706,524

純資産合計
負債及び純資産合計資産合計

【様式第１号】

連結貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科目 科目

負債合計
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行政コスト及び純資産変動計算書 

１．行政コスト計算書、純資産変動計算書とは 

行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉や教育など、資産形成に

結びつかない行政サービスに要したコストを示すものです。また、減価償却費や退職手

当引当金など現金取引を伴わないものも含めています。 

人件費、物件費、その他の業務費用などに区分して表示し、行政サービス費用（経常

費用と臨時損失）から使用料など（経常収益と臨時利益）を差し引いた純行政コストを

算出しています。 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」が、年度内にどのような要因で増減し

たのかを示したものです。 

なお、本市においては、行政コスト計算書と純資産変動計算書の関連性から、一表に

して表示しています。 

２．用語の説明 

（１）経常費用

ア 業務費用

人件費、物件費等及びその他の業務費用に区分されます。

・人 件 費：給与費や報酬のほか、賞与等及び退職手当引当金繰入額を含む 

・物 件 費 等：賃金、旅費、需用費、役務費、委託料、備品購入費等の経費や

施設の維持補修費、また固定資産の減価償却費等 

・その他の業務費用：地方債の償還利子や徴収不能引当金繰入額等

イ 移転費用

各種団体や住民への補助金、生活保護費や児童手当等の社会保障給付、特別会計

への繰出金等 

（２）経常収益

施設使用料や、証明書の発行手数料等

（３）臨時損失・臨時利益

・臨 時 損 失：災害復旧事業費や資産の除売却損等、臨時に発生する支出

・臨 時 利 益：資産の売却益等、臨時に発生する収入

（４）純行政コスト

経常費用から経常収益を差し引いた額（純経常行政コスト）と、臨時損失から臨

時利益を差し引いた額の合計 
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

△2,698
△18,394

△158,649

345
-  

3,043
462,362
465,405

-  
△5,689

△152,961

33,979
△2,991

13,960
△195
1,931

306,756

2,698
18,394

△13,960
195

△1,931
-  -  

△2,646
309,401

122,921
119,930
85,951

-  
345

119,930
85,951
33,979

122,921

△2,991

-  

金額

-  固定資産等形成分 余剰分（不足分）

7
7

8,360
1,164
7,250

-  
-  

122,904
24
-  

4,193

24

27,492
2,548

3,057

2,025
1,178

424
423

62,981
29,245
24,211

13,259
48

130,154
67,173
21,801
16,252
1,430
1,324
2,795

43,348

科目 金額

一般会計等行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

【様式第２号及び第３号（結合）】
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

科目

187,303
132

-  
94

208,884
82,876
23,274
17,483

1,703

1,570
1,350
2,871

54,520
31,976
3,148

7
74

94,605
-  

1,178
21,582
12,891
8,691

-  
38

3,615
△2,706

△13
867

187,354
186,525
114,477
72,049
△829

固定資産等形成分

4,710
24,276

△20,475

867
-  

645,315
650,879

余剰分（不足分）

187,354
186,525
114,477
72,049

5,564

金額

【様式第２号及び第３号（結合）】

全体行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

-  

126,009

5,082
2,517

863

30,227

19,346
49

81

△6,123
△247,484

△829

△253,607

金額

20,475
△3,615

2,706

△585

△4,710
△24,276

397,272
397,831

△559
△585

△13
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

222,065

130,330

7

△3,019

89,340

336

-  

△1,459

金額
固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

219,670

5

21,170△21,170

3,019

-  
-  

△1,960

411,579

△2,399
6,840 △6,840

5,964 △5,964

680,612 △269,369

△13

△436

△258,678

△13
875

1,023

671,885
8,727 △10,691

3

413,538

875

-  

331

219,670
130,330
89,340

△2,395

10

25,064 △25,064

92

5

222,065

15,415

103
11

222,025
143

0

42

101
-  

20,112
213

13,873

863
2,469

153,184
21,840

129,885
1,459

29,289

251,314
98,130
30,515

5,885
2,553

24,010
2,006
1,429
3,069

【様式第２号及び第３号（結合）】

科目

連結行政コスト及び純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

金額

61,730
37,890
3,515
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資金収支計算書 

１．資金収支計算書とは 

 資金収支計算書は、１年間の資金の増減をその性質に応じて「業務活動収支」「投資

活動収支」「財務活動収支」に区分し、表示したものです。 

２．用語の説明 

（１）業務活動収支

ア 業 務 支 出  人件費や物件費、扶助費など継続的な支出 

イ 業 務 収 入  市税や交付税、使用料及び手数料など継続的な収入 

ウ 臨 時 支 出  災害復旧事業費など臨時的な支出 

エ 臨 時 収 入  投資活動収入以外の臨時的な収入 

（２）投資活動収支

ア 投資活動支出 公共施設や道路整備等の固定資産形成、出資金や貸付金等の

金融資産形成に支出したもの 

イ 投資活動収入 公共施設の資産形成の財源に充てられた補助金収入や基金

収入、また貸付金の元金収入等 

（３）財務活動収支

ア 財務活動支出 地方債等の元金の償還金 

イ 財務活動収入 地方債等の借入金 

12



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 117,416

業務費用支出 54,435
人件費支出 21,442
物件費等支出 31,415
支払利息支出 1,178
その他の支出 400

移転費用支出 62,981
補助金等支出 29,245
社会保障給付支出 24,211
他会計への繰出支出 8,360
その他の支出 1,164

業務収入 121,758
税収等収入 86,137
国県等補助金収入 28,619
使用料及び手数料収入 3,054
その他の収入 3,948

臨時支出 -                          
災害復旧事業費支出 -                          
その他の支出 -                          

臨時収入 -                          
業務活動収支 4,342
【投資活動収支】

投資活動支出 35,073
公共施設等整備費支出 17,366
基金積立金支出 3,957
投資及び出資金支出 33
貸付金支出 13,717
その他の支出 -                          

投資活動収入 25,377
国県等補助金収入 5,360
基金取崩収入 6,093
貸付金元金回収収入 13,718
資産売却収入 206
その他の収入 -                          

投資活動収支 △9,697
【財務活動収支】

財務活動支出 12,461
地方債償還支出 12,461
その他の支出 -                          

財務活動収入 17,615
地方債発行収入 17,615
その他の収入 -                          

財務活動収支 5,154
△200
6,253
6,053

前年度末歳計外現金残高 235
本年度歳計外現金増減額 △40
本年度末歳計外現金残高 195
本年度末現金預金残高 6,248

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

【様式第４号】

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 189,722

業務費用支出 63,713
人件費支出 22,954
物件費等支出 36,563
支払利息支出 2,517
その他の支出 1,680

移転費用支出 126,009
補助金等支出 30,227
社会保障給付支出 94,605
他会計への繰出支出 -  
その他の支出 1,178

業務収入 202,272
税収等収入 115,124
国県等補助金収入 65,761
使用料及び手数料収入 12,986
その他の収入 8,402

臨時支出 38
災害復旧事業費支出 -  
その他の支出 38

臨時収入 24
業務活動収支 12,536
【投資活動収支】

投資活動支出 43,889
公共施設等整備費支出 22,794
基金積立金支出 7,351
投資及び出資金支出 27
貸付金支出 13,717
その他の支出 -  

投資活動収入 27,094
国県等補助金収入 6,256
基金取崩収入 6,828
貸付金元金回収収入 13,718
資産売却収入 251
その他の収入 40

投資活動収支 △16,796
【財務活動収支】

財務活動支出 17,344
地方債償還支出 17,344
その他の支出 -  

財務活動収入 20,392
地方債発行収入 20,392
その他の収入 -  

財務活動収支 3,048
△1,212
21,652
20,441

前年度末歳計外現金残高 235
本年度歳計外現金増減額 △40
本年度末歳計外現金残高 195
本年度末現金預金残高 20,635

前年度末資金残高
本年度末資金残高

本年度資金収支額

【様式第４号】

全体資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

科目 金額
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（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 230,166

業務費用支出 76,982
人件費支出 30,210
物件費等支出 41,771
支払利息支出 2,554
その他の支出 2,448

移転費用支出 153,184
補助金等支出 21,840
社会保障給付支出 129,885
その他の支出 1,459

業務収入 242,832
税収等収入 130,911
国県等補助金収入 83,052
使用料及び手数料収入 15,366
その他の収入 13,504

臨時支出 42
災害復旧事業費支出 0
その他の支出 42

臨時収入 39
業務活動収支 12,662
【投資活動収支】

投資活動支出 46,850
公共施設等整備費支出 23,406
基金積立金支出 9,699
投資及び出資金支出 27
貸付金支出 13,717
その他の支出 -                          

投資活動収入 27,412
国県等補助金収入 6,256
基金取崩収入 7,137
貸付金元金回収収入 13,718
資産売却収入 258
その他の収入 44

投資活動収支 △19,437
【財務活動収支】

財務活動支出 18,538
地方債等償還支出 18,437
その他の支出 101

財務活動収入 23,470
地方債等発行収入 23,445
その他の収入 25

財務活動収支 4,932
本年度資金収支額 △1,843

26,120
5

24,282

前年度末歳計外現金残高 249
本年度歳計外現金増減額 △40
本年度末歳計外現金残高 209
本年度末現金預金残高 24,491

本年度末資金残高

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日

至　平成３１年　３月３１日

金額

比例連結割合変更に伴う差額

科目

前年度末資金残高
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財務書類を用いた指標 

１．社会資本形成の世代間比率〔＝ 地方債等 ÷ 有形固定資産 〕 

社会資本整備の結果を示す有形固定資産（事業用資産、インフラ資産及び物品）を地方

債等（地方債および 1 年内償還予定地方債）によって、どれくらい調達したかを表す指標

で、将来の世代が負担する割合を示します。 

区 分 一般会計等 全 体 連 結 

平成 30 年度 33.9％ 35.3％ 36.0％ 

平成 29 年度 33.2％ 35.1％ 35.5％ 

増 減 0.8％ 0.2％ 0.5％ 

２．純資産比率〔＝ 純資産 ÷ 資産 〕 

企業会計の「自己資本比率」に相当し、資産のうち償還義務のない純資産がどれくらい

の割合かを表す指標です。 

区 分 一般会計等 全 体 連 結 

平成 30 年度 65.0％ 58.9％ 58.3％ 

平成 29 年度 65.9％ 59.2％ 58.9％ 

増 減 △0.9％ △0.4％ △0.6％

３．有形固定資産減価償却率 
〔＝ 減価償却累計額 ÷（ 有形固定資産 － 土地等 ＋ 減価償却累計額 ）〕 

有形固定資産のうち、償却資産（建物や構造物）の取得価額に対する減価償却累計額の

割合を算出することにより、耐用年数に対してどの程度の期間経過しているかを表す指標

です。 

区 分 一般会計等 全 体 連 結 

平成 30 年度 57.4％ 53.3％ 53.1％ 

平成 29 年度 56.0％ 52.2％ 52.0％ 

増 減 1.3％ 1.2％ 1.1％ 

※各比率については、小数点第二位を四捨五入としているため増減が一致しない場合が

あります。

16


	01_30 表紙・目次（管理職チェック後）
	02_30 はじめに①
	03_30 対象会計
	04_30 BS説明
	04-02_30 貸借対照表
	05_30 PL・NWM説明
	05-02_30 行政コスト及び純資産変動計算書
	06_30 CF説明
	06-02_30 資金収支計算書
	07_30 指標



